
令和５年度　入札参加者向け説明資料

１．公共工事の入札制度について



※低入札価格調査基準価格及び最低制限価格の制限率は、工種･規模等によって異なる。

・総合評価落札方式の施工実績等評価タイプは、予定価格 ２億円 未満が対象。
令和５年４月１日現在

90%

低入札価格調査実施

失 格

80%
失 格 失 格

※総合評価落札方式は、『施工体制評価点』になります。ご注意ください。

・低入札価格調査制度の適用工事は、予定価格３億円以上または総合評価落札方式を適用する工事が対象。

70%

落札率

予定価格 ４千万 ５千万 ２億

失格基準 概ね８３％（R4.5.1改正）

最低制限価格適用 低入札価格調査適用

総合評価落札方式 ※建築一式工事は１億円以上

施工計画等評価タイプ
＜標準型＞

＜技術提案重視型＞(PC上部，鋼橋上部，堰，電気通信)

施工実績等評価タイプ
＜標準型＞

＜企業実績重視型＞

一般競争入札指名競争入札

最低制限価格 概ね９２％（R4.5.1改正） 調査基準価格 概ね９２％（R4.5.1改正）

◎競争性向上を図る取り組み
一部の工事で指名業者数を拡大

自己採点方式の本格導入 自己採点方式の試行運用（継続）

平成29年度からの取組：受注者の偏りがみられる工種において新たな評価基準を試行導入

大分県の公共工事入札制度の概要

※一部の工事で実施している指名業者数拡大の取り組みは、令和５年度も継続する。

一般競争入札の対象工事等について

【 県の取り組み 】

・平成１４年３月まで ＷＴＯ対象工事

・平成１４年４月～ ２億円以上

・平成１６年４月～ １億円以上

・平成１９年７月～ ５千万円以上

・平成２０年４月～ ４千万円以上

・平成２１～令和４年度・・・・拡大見送り

○平成１３年３月

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

○平成１８年１２月

都道府県の公共調達改革に関する指針（全国知事会）

・できるだけ早く指名競争入札を廃止する

・当面、１千万円以上の工事は一般競争入札とする

【 令和５年度方針の検討状況 】
県内建設企業の直近の状況について、経営状況は倒

産件数、負債額とも低水準で推移し、建設投資額は前年

より民間工事、公共工事ともプラスとなり、県全体では前

年度より６％のプラスとなった。

また、企業の経営状況を示す営業利益率は、平成25年

度にプラスに転じ、平成27年度までは横ばいの状況で

あった。平成28年度は、前年度を大きく下回ったがプラス

を維持、平成29年度からは災害復旧工事等により営業

利益率が増加した。

令和２年度は、前年度の建設投資額の減の影響を受け、

営業利益率が再び減少したが、令和３年度は持ち直して

いる。

この状態が堅実なものかどうか、さらには建設業界の

従業員の高齢化や若年の入職者の減少などの担い手

不足が深刻な課題となっており、また職場の処遇改善等

働き方改革やＩＣＴの活用等生産性向上にも取り組む必

要があることから、引き続き様子を見ていく必要がある。

令和５年度の一般競争入札の対象金額は、

現行どおり４千万円以上とする。

県の目標＝平成２１年度までに１千万円まで拡大
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入札、契約に係る留意事項

○要件設定型一般競争入札への参加

（１）公告の確認

随時、発注が行われるので、四半期ごとの発注見通し等を参考のうえ、入札

情報サービスシステム（PPI）により、定期的に確認する。

（２）参加要件

① 業種及び格付等

② 施工実績等(同種工事、年間平均完成工事高等)

③ 地域要件等(本店所在地、総合評定値(P点)等)
※本店等所在地に応じ、求める施工実績や総合評定値（P 点）などの要件を求
めることもある。

（３）事務手続の簡素化等

入札参加者の事務負担を軽減するため、添付書類を見直し(H21～)。

① 総合評定値通知書(経審結果通知)は、大分県知事許可の者は省略可。

大分県知事許可以外の者は、総合評定値通知書の写しを添付すること。

また、合併等により入札参加資格の承継、再認定の手続を受けた者は、合

併時経審等に係る総合評定値通知書の写しを添付すること。

その他、経営事項審査後に、本店所在地を変更した場合は、「建設業法第 11
条の規定に基づく変更届出書」の写しを併せて添付すること。

② 総合評価落札方式に係る添付書類の省略等

・工事成績評定点通知書

・優良工事表彰に係る表彰状

・契約後ＶＥ提案採否通知書等

また、同種工事については、評価対象を２千５百万円以上の工事であるこ

とから、確認資料は、原則としてCORINSデータ（竣工時登録に係る「登録内

容確認書」等JACICの証明印のあるものに限る。）の写し(記載事項及び評価

内容が確認できるもの。)とすること。

（４）最低制限価格等の算定式

① 最低制限価格及び低入札価格調査基準価格算定式

※１ 制限割合は、予定価格の７．５／１０から９．２／１０までの範囲

令和４年５月１日以降、公告又は指名通知を行う工事から適用

｛（直接工事費×９７％）＋（共通仮設費×９０％）＋（現場管理費×９０％）＋（一般管理費×６８％）｝× １．１
予定価格 ×

設 計 額
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※２ 共通仮設費積上分は直接工事費に含む

【制限割合の算定】

「直接工事費× 97％の額」、「共通仮設費× 90％の額」、「現場管理費× 90
％の額」、「一般管理費× 68 ％の額」のそれぞれについて、１円未満の端
数を切り捨てる。

上記の合算額に 100分の 110を乗じて得た額を設計額で除して得た割合
（少数第３位を四捨五入し、第２位まで）とする。

【最低制限価格の算定】

予定価格に上記の制限割合を乗じて得た額（１円未満の端数がある場合

は、これを切り捨てる。）とする。

最低制限価格及び低入札調査基準価格は、予定価格の概ね 92％となる。

② 低入札価格調査における低入札価格調査失格基準の算定式

（直接工事費×８７％＋その他経費×７４％）× 1.1

※１ その他経費とは、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の合計額

※２ 共通仮設費積上分は直接工事費に含む

【端数処理について】

「直接工事費× 87％の額」、「その他経費× 74％の額」のそれぞれにつ
いて、１円未満の端数を切り捨てる。

上記の合算額に 100分の 110を乗じて得た額について、１円未満の端数
を切り捨てる。

低入札価格調査失格基準は、予定価格の概ね８３％となる。

（５）その他

① 入札金額内訳書

・必ずＰＤＦファイルで提出すること。ＰＤＦファイルで提出されていない

ものについては、提出がないものとみなし無効とされる。

・入札額に合致していること。

・入札額を適正に算定し、見積用設計図書に対応した費目、施工名称、数量

等及び入札額の根拠とした単価、金額を明記すること。

・低入札調査の対象となる場合は、低入札価格調査失格基準に留意すること。

※入札金額内訳書取扱要領及び記載例（ＨＰに掲載）を確認すること。

（指名競争入札における入札金額内訳書について）

平成２７年４月１日以降に通知・公告する競争入札により行う全ての工事にお

いて、入札の際、入札金額の内訳書を提出します。

平成２８年４月１日以降に指名競争入札によって提出された内訳書が、「建設

工事に関する入札金額内訳書取扱要領」（ＨＰ掲載）の「第７ 審査基準」の各

号に該当する場合は、当該落札候補者の入札を無効とします。

② 電子入札(※ H22.10.1～システム未登録者の紙入札を認めない。)
・代表者等に変更があった場合は、速やかに許可上の変更届を提出するとと
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もに、ICカードの変更手続を行うこと。
・旧代表者名義の IC カードを使用して入札書等を提出した場合は、大分県
電子入札運用基準２－６により IC カードの不正使用に該当することにな
るので、注意すること。

・ＩＣカードの変更手続き中など、やむをえず、紙での入札を行う場合は、

速やかに発注者又は電子入札ヘルプデスク（0120-308-293）に問い合わせ

て、指示を受けること。

③ 入札参加資格証明資料（総合評価落札方式の場合は技術資料等）の作成

・年度更正、評価基準の改正等に伴い、提出様式を一部変更している。（別

添参照）

・提出様式（標準）は、県庁ＨＰ（公共工事入札管理室のページ）からダウ

ンロードが可能であるが、公告等と併せて添付されている提出資料（エク

セルファイル）で作成すること。

・個別の案件により、様式記載事項を変更している場合がある。(入札公告

で確認)

・提出の際は、必ずPDFファイルに変換すること(PDF以外(圧縮含む)不可）。

④ 落札制限の継続について

・平成２１年度から実施している落札制限については、今年度も分割発注を

する工事等を基本として引き続き運用していく。

・対象工事や落札決定の優先順位については、各入札公告において示すため、

入札公告をよく確認すること。（別紙①）

⑤ 特定ＪＶの適用について

・特定ＪＶの対象範囲について平成２１年度から拡大している。

（原則：概ね５億円以上）

○一般土木工事………………………８千万円以上（単体とＪＶの選択可）

○建築一式工事………………………１億円以上（単体とＪＶの選択可）

○建築設備工事………………………８千万円以上（単体とＪＶの選択可）

○舗装・法面表面浸食防止工事……８千万円以上（単体とＪＶの選択可）

○トンネル……………………………全ての工事（ＪＶのみ）

入札公告にて確認すること。（別紙②）

⑥ 入札後、配置予定技術者を配置できなくなった場合（開札まで）

・入札後、配置予定技術者を配置できなくなった場合は、開札までに書面に

より発注者に申出をすることで、無効とすることができる。（別紙③）

○落札後の対応

（１）契約書等の提出（余裕期間制度を適用しない工事に限る）

①建設工事請負契約書(大分県公共工事請負契約約款等を添付) ２部

②建退共証紙購入申告書・掛金収納書
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③課税事業者届出書又は免税事業者届出書

④契約保証金等

⑤現場代理人及び主任技術者等選任通知書

(請負金額が４千５百万円(建築一式７千万円)以上の場合は、下請計画書を添付)

※①～⑤について、落札決定通知の日から７日（初日不算入）以内に提出

主任技術者は、必ず入札時に配置予定として提出した技術者を配置すること。

（２）特殊工事等における配置予定技術者の追加配置の取扱い

大分県発注工事にあっては、ＪＶにより施工する場合を除き、原則として、

監理技術者又は主任技術者１名のみを配置技術者として認めている。

しかし、特殊工事等（入札参加要件として、配置技術者に同種工事の施工経

験を求める工事に限る）において配置予定技術者を追加配置できる取扱がある。

（詳細は別紙④）

（３）請負代金内訳書及び工程表 ※契約締結後、１４日以内に提出。

令和２年１０月１日以降に契約を締結するすべての建設工事から法定福利費

を明示した請負代金内訳書の提出が必要となりました。

また、法定福利費の適切な支払いのための取組の実効性を図る観点から、令

和４年４月１日から受注者が明示した法定福利費額が、設計図書に明示してい

る「予定価格に含まれる法定福利費事業主負担額概算額」と比して、少なくと

も、法定福利費額が「予定価格に含まれる法定福利費事業主負担額概算額」の

２分の１以上であることを確認します。

（４）施工体制台帳・施工体系図

平成２７年４月１日以降大分県と契約を締結した工事（全ての公共工事）に

ついては、施工体制台帳等を作成し、監督員へ速やかに提出させること。

（※変更があった場合は、随時、提出すること。）

総合評価落札方式においては、「県内企業の活用」項目での申請内容と整合

させること。

令和２年１０月１日以降に契約を締結するすべての建設工事から建設業許可

を受けており、社会保険等の加入義務を履行していない者を一次下請負人にす

ることができない。

（５）総合評価落札方式の場合（評価項目の履行確認等）

①施工計画書への反映

②評価項目の履行確認

③落札決定に反映された技術提案等の不履行に対する措置

・工事成績評定点の減点、指名停止、減額変更、損害賠償請求等

※特に、県内企業の活用の項目においては、入札時の申請内容のとおり

にすること。

○その他

（１）落札者は、速やかに契約担当者(監督員等)と打合せ、契約締結後、速やかに
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工事に着手すること。（余裕期間制度を適用しない工事に限る。）

（２）配置技術者については、「監理技術者制度運用マニュアル」（国土交通省）

に従い、適正に配置すること。 特に、４千万円（建築一式工事は８千万円）

以上の工事においては、許可上の営業所専任技術者との重複及び他の現場との

重複等、建設業法違反とならないよう注意すること。（但し、発注者が認めた

場合を除く。）

工事途中での配置予定技術者の変更は、入札・契約手続きの公平性の確保を

踏まえた上で、慎重かつ必要最小限とする必要があります。

一般的な交代の条件としては、監理技術者等の死亡、傷病、出産、育児、介

護又は退職等の場合や、受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合、工

場から現地へ工事の現場が移行する場合や工事工程上技術者の交代が合理的な

場合などが考えられますが、建設現場における働き方改革等の観点も踏まえ、

その具体的内容について書面その他の方法により受発注者間で合意する必要が

あります（交代する際は、入札参加要件を満たし、総合評価落札方式において

は評価点が同等以上の者でなければなりません。）

※途中変更を希望する場合は、必ず事前に発注者に相談すること。

また、新型コロナウイルス感染症対策等による特例措置は５／１５～廃止。

（３）下請発注する場合は、発注(見積依頼)から支払に至るまで、建設業法を遵守

するとともに、下請業者の指導に努めること。

（４）工事完成通知は、履行期限内（履行期限の最終日が閉庁日の場合は、直前の

開庁日(時刻)まで）に提出すること。

（５）工事成績評定点については、格付における主観点数項目や総合評価落札方式

における技術評価等として反映されることから、優良な施工に努めること。

また、工事成績評定点通知書については、受領後、大切に保管すること。

※技術資料提出前に、発注者に確認可能。

（６）経営事項審査、入札参加資格(格付)の申請、個別の入札に対する証明(添付)

資料等に虚偽の記載等が判明した場合、建設業法に基づく監督処分や入札参加

資格の取消等の処分が課されることとなるので、注意すること。

（７）落札決定後、自社に対する技術評価点の内訳が知りたい場合は、発注者へ問

い合わせること。(※計画タイプは公共工事入札管理室)なお、実績部分は自己

採点を行うことにより、次回の入札への参考となる。

（８）低入札価格調査の対象工事において、落札候補者の入札額が調査基準価格を

下回る場合は、発注者からの通知後３日以内に、応札額により適正な施工が可

能であることが判断できる資料の提出が必要である。（事前に準備）

※期限内に必要書類の提出がない場合は、適正な施工ができないと判断。
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また、当該工事において、事故や建設業法違反等があった場合は、１年間、

調査基準価格未満の入札が認められないこととなる。

（９）入札公告等で定められた期限は厳守すること。

また、入札公告や設計図書等に疑義がある場合は、自社で判断せずに、必ず

事前に発注者（公告に掲載されている担当部局、連絡先）へ確認する（必要に

応じ、書面による質問を行う）こと。

（１０）約款については、令和３年４月１日以降、遅延損害金の率は２．５％を適用

している。

（１１）平成３１年４月１日以降、総合評価落札方式に「施工体制評価点」が導入さ

れたため、低入札価格調査基準価格以上であれば１５点、低入札価格調査基準

価格未満であれば０点の｢施工体制評価点｣となるので、注意すること。

（１２）入札等において参加が制限される関連会社について、資本関係は平成２１年

度から適用しているが、入札の透明性・公正性をより一層確保する観点から平

成３１年４月１日以降に入札公告・指名通知又は見積通知を行う工事につい

て、人的関係の関連会社でも同一の入札への参加制限を適用している。
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